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Ⅰ  概  要 

 

昨年の世界経済は、欧米や中国の景気が底堅く推移したことに加え、新興国に

おいても緩やかな景気回復が継続したことにより、全体としては比較的堅調に推

移してきました。 

わが国経済についても、世界経済の回復に加え、国内での企業収益の増加、雇

用環境の改善、インバウンド需要の増加等に支えられ、堅調さを増しているとこ

ろです。 

本年においても、一部の国・地域における政治情勢等に起因する不透明感は残

り、国内でも人手不足はあるものの、緩やかな回復が見込まれているところです。  

しかし、少子高齢化・人口減少、気候変動と災害の激甚化、インフラ老朽化の

加速、厳しい財政状況などの大きな課題に直面している中、中長期的な展望に立

って、将来の成長の基盤となる国家的な課題に取り組むことが強く期待されます。 

当会は、東京オリンピック・パラリンピック後の２０年から３０年先をしっか

りと見据えながら、これからの経済成長と国民の安全・安心に確実に結びつく、

将来世代のための投資であるインフラの充実に向けた検討に一段と力を尽くして

まいります。 

引き続き、「地方の活性化」、「国民の安全・安心」、そして「国際競争力の向上」

を３本柱として、具体的で実現可能性の有るプロジェクトの検討と提言を行って

いく考えです。 

前年度は、全国各地で重点的に推進すべきプロジェクトを同時に公表した上で、

東京、大阪、高松でシンポジウムを開催し、地方から発信されるプロジェクト作

りの気運醸成に努めてきました。 

引き続き、本年度も、当会ならではの、産業界を横断する企画機能を最大限発

揮しながら、各界との幅広い議論を行い、夢と希望の持てる、活力溢れる社会の

実現に向けて尽力してまいります。 
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Ⅱ．総務関連の事業 

 

３０年度に実施予定の主な事業は以下のとおりです。 

 

１．総会の開催 

 

  定時総会を５月に１回開催するほか、必要がある場合に臨時総会を開催します。 

 

２．理事会の開催 

 

通常理事会を、５月及び３月の年２回開催するほか、必要がある場合に臨時理

事会を開催します。 

 

３．総合委員会の開催 

 

当委員会は、会長又は理事会からの諮問に応じ、運営及び事業の方針について

答申することを目的とし、以下の活動を実施します。 

 

（１）会長又は理事会から諮問された事項への答申 

 

①  理事会上程事項（事業計画書、収支予算書、事業報告、決算報告等）の事

前審議と理事会への答申 

②  運営及び事業の懸案事項（各委員会・研究会の新設・改廃、総合的広報方

策、新規会員獲得・収入増大方策等）の審議と理事会への答申 

③  上記以外に会長又は理事会から諮問された事項への答申 

 

（２）その他（外部有識者等との懇談、意見交換等）  

 

４．総合幹事会の開催 

 

当幹事会は、総合委員長からの諮問に応じ、運営及び事業の方針について答申

することを目的とし、以下の活動を実施します。 
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（１）総合委員会への上程事項等の事前抽出（以下、例） 

①  各委員会・研究会に関わる事項 

②  総合的広報方策（パンフレット、ホームページ、刊行物等） 

③  新規会員獲得・収入増大方策 

④  会員サービス強化方策（フューチャー２１、会員懇談会等の行事の企画に 

関する検討等） 

 

（２）その他 

 

５．賀詞交換会の開催 

 

  １月に開催します。 

 

６．その他 

 

（１）会員交流活動 

  以下の会議・講演会を随時開催します。 

 

①   フューチャー２１（全講演会会員の特に若手対象の講演会） 

②  会員懇談会（役員会社以外の会員対象の会議） 

 

（２）シンポジウム等の共催・後援等 

  他団体等が開催するシンポジウム等について、当会活動の趣旨に沿う内容であ

る場合には、他団体からの依頼に応じ共催・後援等を行います。 
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Ⅲ．広報関連の事業 

 

当会の政策提言や委員会活動を各種媒体で周知し、以下の目的を達成します。  

 

・  ホームページ、メールマガジンを通じて委員会活動や関連情報を多く発信し、

会員サービス向上を図る。  

・  気運醸成活動の一助とする。  

・  新規の会員企業獲得のための情報提供を行う。  

 

１．ＪＡＰＩＣホームページの作成・管理 

ホームページ「お知らせ」を適時更新し、最新の活動状況を発信します。特に、

注目させたい事案については、「トピックス」に掲載しアピール度を高めます。  

 

２．メールマガジンの配信 

会員への情報提供、共有化、委員会への加入促進を目的として、会員限定でメ

ールマガジンを配信します。委員会の開催予定告知、活動報告、関連官庁・大学

等で開催されるシンポジウム等を紹介します。月１回配信、内容充実を図ります。  

 

３．記者懇談会の開催 

業界専門紙の記者との懇談会を年３回程度開催します。 

 

４．記者会見・記者説明会の開催 

一般紙、業界専門紙等を対象とした記者会見・説明会を開催します。  

 

５．報道関係者（主に一般紙、テレビ）とのリレーションの更なる強化 

 活動を広くＰＲするため、業界専門紙をはじめ、一般紙の論説委員や記者、テ

レビ関係者とのコンタクト業界専門紙を強化します。 
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Ⅳ．各委員会の事業 
 

１．国土・未来プロジェクト研究会 

 

 

昨年２月に公表した「国土・未来プロジェクト研究会～ＢＥＹＯＮＤ２０２０

飛躍のための新規プロジェクト～」の提言は、「地方活性化のためには、先ずは地

方が主体的に創意工夫を結集して取り組むことが必要」であることを強調してい

ます。 

３０年度も引き続き、全国各地の関係団体（地方自治体、経済団体、商工会議

所、企業、大学等）と連携し、各地域での講演やシンポジウムにおいて提言プロ

ジェクトの説明を行い、気運醸成を図るとともに、具体的なプロジェクトごとに、

技術検討や民間活力の導入の方策を深堀、検討します。また、提言プロジェクト

から派生した形等での新たなプロジェクトの創出も検討していきます。 

 

２．国土委員会 

 

 

★「首都圏グローバルハブ空港研究会」は、増員したコアメンバーで討議を重ね

ました。長期の海外からの首都圏空港利用客の需要予測を行い、需要に見合っ

た首都圏空港の今後の在り方について、引き続き議論を行います。 

★「都市インフラのリノベーション委員会」は、これまで通り、外堀通り地下化

活動への支援、国土・未来プロジェクト研究会の「中川運河の水辺空間整備」

の検討に加え、その他の地域における水辺空間の整備を研究します。 

★「国土創生プロジェクト委員会」は、一昨年提言の２つの視点（デフレ脱却・

経済成長、安全・安心）を踏まえつつ、昨年度に検討を重ねた“東京一極集中

の早期解消のための、大阪・名古屋以西の西日本経済圏形成のためのインフラ

整備”について年度前半での提言を目指します。 
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２－１．首都圏グローバルハブ空港研究会 

 

これまでＪＡＰＩＣでは、成田・羽田間リニア利用による２空港一体運営と周

辺開発により、東アジアの競合空港との競争に打ち勝つグローバルハブ空港化を

目指してきましたが、昨今のインバウンド急増や羽田空港の国際化といった状況

変化を踏まえて、首都圏空港の在り方について、検討を継続します。 

具体的には、２０５０年頃の首都圏需要予測を行い、成田空港、羽田空港に関

する国の中長期的な方針を踏まえた上で、空港整備、空港アクセスの充実、周辺

開発について具体的な検討を行います。 

 

 

２－２．都市インフラのリノベーション委員会 

 

当委員会は中村英夫副会長に引き続き、藤本貴也（公財）日本道路交通情報セ

ンター副理事長を委員長として、日本の都市に必要な品格ある景観、快適なオー

プンスペース、災害に対する安全性向上を実現させるべく活動を推進しています。 

 これまで法政大学、東京理科大学、中央大学、東京都市大学と地元の自治会や

商店会等が参加する「外濠再生懇談会」において、ワークショップを開催するな

ど、水質と景観改善に向けた地元の気運醸成を図るべく活動を支援しました。 

本年度は、「外濠再生懇談会」の活動支援のほかに、（一社）建設コンサルタン

ツ協会や（公財）リバーフロント研究所などと連携し、水辺空間の再生やその他

の都市の施設のリノベーションの事例収集を行います。また、事業化検討に関す

る検討会では、国土・未来プロジェクト研究会の「中川運河の水辺空間整備」を

具体的な検討対象として進める計画です。 

 

 

２－３．国土創生プロジェクト委員会 

 

東京一極集中の解消のための、大阪・名古屋以西の西日本経済圏形成のための

具体的提言のため、①既存計画（北陸＆中央リニア新幹線の大阪延伸、第二名神

高速道路の大津と神戸間開通）の早期実現、②＜大阪圏＋名古屋圏＞と西日本を

一体化させるためのネットワーク強化と交通結節点整備、③東京のゲートウエイ

機構（世界から東京へ）とポンプ機能（東京から地方へ）を活かす「高流動型の
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次世代国土像」プロジェクトの検討の観点から検討を深化させます。 

検討に当たっては、ハード面のみならず、ソフト面の検討も行うことにあわせ、

ストック効果の試算も行い、社会における理解浸透を目指します。 

 

３． 地域創生委員会 

 

 

３－１．複合観光事業研究会 

 

当研究会では、国の成長戦略、地域振興・観光振興戦略として注目され期待さ

れるカジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ：Integrated Resort）の実現に向け

た気運醸成と、事業性の検討と産業界としての要請事項のとりまとめや発信、実

現に向けて活動を行っています。 

３０年度は、第１９６回国会におけるＩＲ実施法案の審議状況を見ながら、法

律文案についての理解を深め、産業界としての要請事項を取りまとめ、発信して

いきます。 

 

 

３－２．地域経営委員会 

 

当委員会では、財政問題や人口問題（少子高齢化、人口減少、人口の都市部へ

の流出等）など深刻な問題を抱える地方自治体を対象に、次の１００年のための

戦略を検討しています。 

本年度は、複数の自治体（雫石町、稚内市、豊浦町、弘前市、津山市）と連携

して、民間が参入する地方創生・活性化に向けた具体的なモデルの提示と、その

実装に向けた検討を２部会（①公共資産マネジメント、②新たな地域産業構造構

築）で進めていきます。３１年度のスタートアップ事業開始を目指し、自治体か

らの情報提供、ヒアリングを踏まえた検討を行い、本年度上期には、制度改革等

の二次提言を行う予定です。  
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４．環境委員会 

 

 

パリ協定に基づくＣＯ２削減の流れを踏まえ、参加国は２０３０年及び２０５

０年の温室効果ガスの排出削減目標達成に向けた新たな国際枠組み合意のもと、

森林を含む吸収源を保全し、自ら目標を立て、削減を促進する責務を果たす方向

と思われます。 

我が国でも、削減策の構築と実施が喫緊の課題となっている近年、海草藻場な

どの浅海が大気中のＣＯ２削減に大きく貢献していることが報告され、２００９年

の国連環境計画（ＵＮＥＰ）の報告書において「ブルーカーボン」と命名されまし

た。 

このため、浚渫土砂や鉄鋼スラグ、藻場造成技術等を活用することにより、この自

然生態系再生を図るための研究会を立ち上げ、ブルーカーボンに関心を寄せる会員企

業が集い、研究所・自治体等と連携してその効果検証と普及について活動を行う予定

です。 

 

５．防災委員会 

 

 

防災研究の第一人者である河田惠昭委員長の最新知見を、委員及びに会員各社

にご紹介頂くため、定期的に委員会（年３回程度）を開催し、意見交換を図りま

す。 

第１ＷＧは、内閣府の「４５の起きてはならない最悪の事態」を参考にしながら

首都直下地震の備えとして提言のテーマ選定を進めてまいります。 

第４ＷＧは、自動運転技術など次世代テクノロジーを活用した効率的な災害廃棄

物処理の実現について、提言のテーマ選定を検討してまいります。  

 

６．水循環委員会 

 

 

既存ダム・水力施設を最大限に利用した水力発電増強の実現については、技術
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的検討は終了したため、具体的モデルケースに当てはめ、地域が主体となる小水

力発電開発の実施に向け、関係各方面への働き掛けを進めています。 

また新たな活動テーマとして、地球温暖化、とりわけ適応に関する諸問題に対

し、ダムを始めとする水循環の過程で、機能を増強させる改築や再編など、新し

い仕組みについて検討を開始しています。 

当委員会は、ダムのエキスパートにご参加頂き、水系の最適化について相模川

をモデルにして、想定すべき日本社会としてのシナリオを考え、ダム再生を中心

に今後展開すべき施策・方策の議論を行います。 

 

７．海洋資源事業化委員会 

 

 

（１）委員会開催 

学識者及び官庁等の外部有識者を講師に招き、委員に情報提供及び意見交換

を行うとともに、多くの会員企業の意見が政策推進・実現に繋がるよう、強力

に推進し、民間事業者の海洋資源開発分野への参入促進を図ります。 

特に、本年スタートの第３次海洋基本計画を鑑み、年末までに策定される“（新）

資源・エネルギー計画”への織り込みに向け、熱水鉱床商業化ロードマップの

詳細版を作成し、関係機関へ提言を行う予定です。 

 

（２）関係省庁・団体・企業との連携 

海洋資源開発技術プラットフォームへの参画を通して、関係省庁・団体・企

業との積極的な連携促進に努めるとともに、海洋技術フォーラム、（一社）海洋

産業研究会等とも連携し、海底資源開発の産業化・商業化の必要性をアピール

します。 

 

８．森林再生事業化委員会 

 

 

日本林業も資源が成熟し、国産材が活用できる状況になってきました。しかし、

森林所有者、中間加工業者、製材消費者の情報含めた連携が必ずしも進んでいな

いことから、川上に利益が還元されない構造になっています。当委員会では、サ

プライチェーンを構築し、関係者が win-win となる次世代林業システムの検討を
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行います。 

具体的には、①熊本県五木地区を中心とした次世代林業モデルの推進（集約化、

路網整備等基盤整備、木材流通等）、②ＩＣＴを活用したサプライチェーンマネジ

メントの構築、③木質バイオマス利用等の推進、④国産材利用の拡大といった従

来視点に加え、⑤人材育成の観点も加え検討を進めます。 

 

９．日本・ミャンマー産業交流検討委員会 

 

 

当委員会は、東南アジア屈指の成長市場・投資先として日本企業から特に注

目を集めているミャンマーに焦点を当て、民間ベースでの国際交流・協力によ

る互恵関係構築に資するため、民間企業・団体・関係省庁等が糾合し情報共有

を行うとともに、新たな互恵戦略スキームについての政策提言と具体的なプロ

ジェクトの創出を目指すものです。 

  軍事政権から新政権への民政移管を踏まえ、新生ミャンマーの動向を注視する

とともに、米生産・加工と物流を軸にプロジェクト作りに向けた調査を行ってき

ました。 

昨年７月にミャンマーを訪問のうえ、現地の民間団体ミャンマー米穀協会（Ｍ

ＲＦ）との間でＭＯＵを締結し、新たに立ち上げた２つのワーキンググループを

中心にミャンマーにおけるコメ・バリューチェーン強化に向けた具体策の検討を

行いました。その検討結果を踏まえて、１２月に提言書をまとめ、本年１月に齋

藤農林水産大臣に手交しました。  

今後は、本提言の実現に向けて、農林水産省やＪＩＣＡ等とも協力しながら、

プロジェクトの具現化を進めて参ります。  

 

１０．天然ガスインフラ整備・活用委員会 

 

 

当委員会が推進している日露パイプラインの可能性検討については、日露エネ

ルギー協力の推進状況及びトランプ政権移行後の対露政策を注視しつつ経済産業

省、外務省との連携の下、慎重に検討を継続していきます。北東アジア天然ガス・

パイプラインフォーラムモスクワ総会への参画等、国内外の関係各機関・企業と

も十分な連携を図っていきます。 
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 これを通じて、当委員会は国内エネルギーインフラの要であるパイプライン網

の整備・強靭化を目指し、更には国際パイプラインとの連携による北東アジアパ

イプラインネットワークを形成すべく、国内外に向けてより積極的な活動を推進

していきます。 

 

１１．関西委員会 

 

 

大阪市や大阪府の政策動向を踏まえながら、スーパーメガリージョンのゲート

ウエイとしての新大阪周辺エリアの都市機能強化を①新大阪周辺エリア開発、②

バスターミナルと新御堂筋（地下化）整備、③新淀川第二大橋整備のプロジェク

トとして本年３月に提言しました。  

関西委員会という地域の民間プラットフォームの特質を活かし次期の有効な提

言を目指します。本年度は、課題探索も兼ねて、有識者を招いた勉強会などの開

催を中心に活動していきます。  

   

１２．中部委員会 

 

 

当委員会で公表している提言書「中川運河価値最大化プロジェクト構想」の具

体的進展に向けて、関係各部署への働きかけを継続していきます。「国土・未来

プロジェクト研究会」の提言書の各地域への展開活動と連携し、関係各部署への

働きかけを強化していきます。 

また、中川運河と堀川の水質改善に向けた取組を継続して行います。 

加えて、「中部診断」をベースに、中部地域の活性化に向けて巾広い議論を積

み重ね、具体的プロジェクト提案に向け新テーマ選定に向けた活動を継続します。 

 

１３．日本創生委員会 

 

 

★  将来に向けた国家像をテーマとして、政・官・財・学界の有識者をゲストに

迎え、討議とまとめを行います。とりわけ、次世代を担う、中堅・若手の政治

家等や学者との連携を図っていきます。 
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１３－１．林業復活・地域創生推進委員会 

 

林業復活・地域創生を推進する国民会議は、前ＪＡＰＩＣ会長の三村明夫日本

商工会議所会頭を会長として発足しました。国産材の需要拡大を通して地方経済

の活性化を目指すべく、企業や団体を始め広く国民に必要性を発信し、気運醸成

を図っていくことを使命として活動しています。 

当委員会は、同国民会議のエンジン機関として設立され、槍田松瑩委員長（三

井物産㈱顧問）の下、今後、林業成長産業化のための具体的な課題解決策の検討

を進めるため、鍋山徹主査（（一財）日本経済研究所専務理事）による「林業復活・

地域創生ＷＧ」において活発な議論をしています。 

本年度は、３月の国民会議で発表した提言の実現に向け、ＷＧ活動を継続して

いきます。 

 

 

１３－２．Ｗｏｍｅｎ’ｓテーブル  

 

本年度も、これまでの議論・検討の結果を踏まえ、女性活躍推進をテーマに委

員会を開催、有識者を招き、今後の活動テーマを議論します。 

 

１４．筑波大学連続リレー講義 

 

 

（１）リレー講義  

当会と筑波大学との連携協力に基づき２３年度より開設したリレー講座は、大

学側からの強い要請もあり、更に３２年度までの２年間、協定を延長しました。

本年度は、開講８年目を迎えますが、「社会基礎学～グローバル（世界）とローカ

ル（地方）で活躍できる人材の育成」を年間テーマとして、春と秋の２学期で開

講します。 

 

（２）アドバンスト・ディスカッションコース（ゼミ） 

少人数のディスカッションで学生に自分の頭で「考える」力を身につけさせる

ことが目的として開講します。 
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１５．神戸大学連続リレー講義 

 

 

当会と神戸大学との連携協力に基づき２６年度より開設したリレー講座は、本

年度は昨年度と同様、第２クオーター集中型（６月～７月）の実施となります。 

年間テーマは引き続き「社会基礎学（グローバル人材に不可欠な教養）」としま

す。 

 


